
交付税
種　地

決　算　額 構成比 構成比 決　算　額 構成比 税　等 経常収支比率

千円 ％ ％ 千円 ％ 千円 ％

令和２年 82,754 人 km 人 32,620 人 人 人 人 15,851,820 35.0 64.9 7,297,829 17.5 6,528,812 26.1

平成27年 87,413 人 33,723 人 14,854 22,839 414,142 0.9 1.7 4,644,960 11.1 4,094,778 -

増加率 △5.3 ％ ％ ％ ％ 10,190 0.0 0.0 8,217,073 19.7 2,284,648 9.0

38.0 58.5 61,073 0.1 0.2 5,059,935 12.1 5,013,235 20.1

83,426 人 人 人 人 50,206 0.1 0.2 4,800,196 11.5 4,756,472 19.1

15,739 24,706 2,123,941 4.7 8.7 0 0.0 0 0.0

84,404 人 ％ ％ ％ 13,176 0.0 0.0 20,574,837 49.3 13,826,695 55.2

37.4 58.7 - - - 5,408,481 13.0 4,045,327 14.3

26,971 0.1 0.1 304,749 0.7 175,765 0.7

千円 千円
259,715 0.6 1.1 4,128,045 9.9 2,915,695 4.7

千円 100,302 0.2 0.4 2,585,317 6.2 2,178,560 -

千円 6,737,314 14.9 22.6 294,900 0.7 2,400 -

千円 5,510,890 12.2 22.6 4,196,895 10.0 3,482,762 12.5

千円 1,226,424 2.7 - - - - -

- - - 4,275,502 10.2 1,945,339 -

25,648,850 56.6 100.0 255,960 0.6 255,960 -

％ 7,909 0.0 0.0 4,051,981 9.7 1,922,096 -

千円 509,801 1.1 - 1,692,258 4.1 433,985 -

千円 429,369 1.0 - 2,173,288 5.2 1,323,067 -

千円 136,327 0.3 - 186,435 0.4 165,044 -

6,879,817 15.2 - 災害復旧事業費 223,521 0.5 23,243

- - -合       計 - - - -

2,824,903 6.2 - 41,768,726 100.0 28,572,543 87.4

65,498 0.2 - 経常経費充当一般財源等計 21,778,197 千円

1,010,894 2.2 - 経常一般財源 24,430,562 千円

559,607 1.2 - 経常収支比率 87.4 （89.1％） （減収補てん債（特例分）・臨時財政対策債除く）

4,529,282 10.0 - 歳入一般財源等 32,156,686 千円

％ 1,101,312 2.4 0.0 地方債のうち減収補てん債（特例分） - 千円

％ 1,649,300 3.6 - 地方債のうち臨時財政対策債 500,500 千円

％ 45,352,869 100.0 100.0

Ａ B 構成比 増減率 決算額 構成比

人 千円
B/A

円 円 ％ ％ 千円 ％ 千円

個人分 27.1 △0.4 - 231,301 0.6

法人分 8.1 △6.2 287,836 6,480,677 15.5

58.6 1.5 - 15,334,961 36.7

2.3 4.2 - 3,984,374 9.6

- 424,000 3.9 5.7 - 54,702 0.1

- - - 796,941 1.9

法適 千円 - - - 1,466,849 3.5

有無
千円 千円 人

千円 100.0 0.5 287,836 2,994,649 7.2

無 世帯 - - - 1,302,507 3.1

〃 人 0.0 470.6 - 3,838,309 9.2

〃 円 0.0 470.6 - 223,521 0.5

円 - - - 5,059,935 12.1

- - - - -

- - - - -

有 100.0 0.5 287,836 41,768,726 100.0

〃

〃 均 等 割 3,500円 法 　50,000　～

標準課税に 人 3,000,000円 市町村民税

所 得 割 対する比率 分 法人税割 8.4/100 固定資産税

1.00 1.4/100 合計

四　国　中　央   市 類型 Ⅱ― ２
ふ り が な しこくちゅうおうし

市 町 村 名 四国中央市 Ⅰ― ３ 歳                          入 性　　　　　　質　　　　　　別　　　　　　歳　　　　　　出

人　　　　口  面       積 人口密度
人口集中地

区人口

産　　　業　　　構　　　造
区　　　分

国
調

令　和　　４　　年　度　　　決　算　状　況

コード 番号 3 8 2 1 3 2 市町村
類　型

Ⅱ― ２ 市 町 村 名

経常一般財源

区   分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次
　　　　　千円 千円

6,496,314

- 物件費

2,250,696

1,371 地方譲与税 414,142 うち職員給 -

経常一般財源 区　　　　分

住
民
登
録

R5.1.1

平成16年4月1日 合併
川之江市、伊予三島市、新宮村、土居町

3.5 配当割交付金 61,073 公債費 5,013,235

13,760,245

就
　
業
　
人
　
口

令和
２年
国調

地方税 15,851,820 人件費

S40.10.1 以 降 の 合 併 状 況 利子割交付金 10,190 扶助費

3.9 特別地方消費税交付金

421.24 196

区             分 令和４年度 令和３年度 区　　分 指　数　等 指定団体等の状況

3,560,536

4,756,472

R4.1.1 1,646 地方消費税交付金 2,123,941 一時借入金利子 0平成
27年
国調

株式等譲渡所得割交付金 50,206 内
訳

元利償還金

ゴルフ場利用税交付金 13,176 小　　　　　　　　計

投資的経費

内
訳

普通交付税

自動車税環境性能割交付金 26,971 維持補修費 174,208

法人事業税交付金 259,715 補助費等 1,162,429

実 質 収 支
（ Ｃ - Ｄ ）

Ｅ
2,248,152

震災復興特別交付税 -

-

地方交付税 5,510,890 投資及び出資・貸付金 -
歳 入 総 額 Ａ 45,352,869 46,740,340

基準財政収入額 14,579,879

基準財政需要額 20,090,769

旧 新 産
旧 工 特
低 開 発
旧 産 炭
山 振
過 疎
首 都
近 畿
中 部
財 政 健 全 化 等

指 数 表 選 定
財 源 超 過

○
×
×
×
○
×
×
×
×
×
○
×

地方特例交付金等 100,302 積立金

3,120,779

翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ

標準税収入額等 18,684,735

歳 入 歳 出 差 引 額
（ Ａ - Ｂ ）

Ｃ 3,584,143 4,529,282
財政力指数(3ヵ年平均) 0.715

255,351 351,228

歳 出 総 額 Ｂ
標準財政規模 24,696,224

-

地方債現在高 55,405,663
内
訳

県営事業負担金 -

一部事務組合
加入の状況

41,768,726 42,211,058

0.726 小　　　　計 24,422,426 うち人件費 -

- 前年度繰上充用金 -

-

財政力指数（単年度）

5,510,890 繰出金

3,328,792 4,178,054

特別交付税

単 年 度 収 支 Ｆ △849,262 954,890

合       計

-

積立金現在高 16,063,323 分担金・負担金 -

実質収支比率 13.5 交通安全対策特別交付金 7,909

内
 
 

訳

普通建設事業費

- 単独 -

債務負担行為額

補助

積 立 金 Ｇ 277 313
退職手当 都道府県支出金 -

失業対策事業費

寄附金 -

-国有提供交付金 -

使用料

21,778,197

手数料 -

繰入金 -

市税滞納整理 財産収入 -

国庫支出金 -

繰 上 償 還 金 Ｈ - -
【健全化判断比率】 消防災害補償

実質赤字比率 － 後期高齢者医療

実 質 単 年 度 収 支
（ Ｆ + Ｇ + Ｈ - Ｉ ）

J △848,985 955,203
実質公債費比率(単年) 8.6 地方債 -

積 立 金 取 崩 し 額 I - -
繰越金 -

一人当り平均給料 区   　　　　　　　　分

　　　　　一 　　    般  　 　  職 　　    員   　　  等 特　　　別　　　職　　　等 市　　　　　　　　町　　　　　　　　村　　　　　　　　税

将来負担比率 59.1 合       計 24,430,562

実質公債費比率(3ヵ年平均) 8.1 諸収入 227

連結実質赤字比率 －

目　　　　　的　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

区            分 職 員 数 給料月額 1人給料月額 区　　　　分 改定年月日 税　　　等
（報酬）　月  額

千円

決算額 基準税額×
100/75

　　　　　　  千円

超過課税分
収入済額

　　　　　　　　    　千円

区　　　分

教育公務員 24 8,020 334,178 副市長 H26.4.1
市町村民税

4,293,910 4,546,732 議会費 231,301一般職員 609 195,998 321,836 市長 H26.4.1 950,000

38,088 297,558 教育長 H26.4.1

700,000 1,280,264 1,088,821 総務費 4,485,401

臨時職員 - - 議会副議長 H29.4.1

技能労務職員 3 994 331,400 議会議長 H29.4.1 481,000 軽自動車税 360,719

617,000 固定資産税 9,287,789 9,454,325 民生費 8,029,896消防職員 128

市町村たばこ税 624,836 609,716 労働費 9,690

362,526 衛生費 3,015,041

公
営
企
業
の
状
況

事　　業　　名 実質収支額 普通会計からの 職　員　数 国
保
会
計
の
状
況

収支額 45,829 特別土地保有税

391,000 鉱産税 - - 農林水産業費 610,745合             計 764 243,100 318,194 議会議員 H29.4.1

- - 商工費 586,732

繰入金 普通会計からの繰入金 868,048 小       　　　      計 15,847,518 16,062,120 土木費 2,040,997

消防費 1,239,738

港湾整備 237,379 0 4 被保険者数 14,839 目的税

駐車場整備 5,830 0 0 加入世帯 10,134 法定外普通税・旧法税 - -

4,302 - 教育費 3,286,524

宅地造成（臨海） 1,053,176 52,100 5 一世帯当り保険料･税調定額 147,583

被保険者一人当り保険料･税調定額 100,789

水利地益税 - - 諸支出金 -

内
訳

入湯税 4,302 - 災害復旧費 23,243

都市計画税 -

前年度繰上充用金 -

- 公債費 5,013,235

上水道 368,502 28 合          　　　   計 15,851,820 16,062,120 合         計

共同施設税 - -

公共下水道 767,482 12 適　　　用　　　税　　　率　　　の　　　状　　　況
徴
　
収
　
率

区　　分 現年課税分 滞納繰越分

工業用水道 0 36

市
民
税

個
人
分

市
民
税

均等割 ％

固　定　資　産　税 97.8 37.0

％

98.6

95.6

96.7

％

99.4 44.2

96.9 33.9

28,572,543

合　　計


